	歯ブラシ製造業


生産状況をみると、リーマンショック時にやや伸び悩んだものの、平成21年春以降緩やかな増加が続いている。ただ、金額ベースでは、23年年初から微減が続いている。これは、低価格の輸入品が増加していることや、消費者の低価格志向を反映して、単価が下落していることなどによる。
今後、輸入品は国産品を脅かすことが懸念される。そのため、各企業とも高品質の歯ブラシを開発する一方で、業界全体で、品質推奨マークを一層普及させ、国産品の優位性をアピールしたいとしている。
業界の概要

ブラシ（当時は木ブラシ）の生産は明治７～８（1874～1875）年頃に政府が木ブラシを東京及び大阪の商人に発注したのが始まりとされる。歯ブラシについては、当初は工程ごとの専業者がいないために原毛の精製、柄の材料である骨のさらしと製作加工から植毛に至るまで一貫生産が行われていた。しかし、植毛工程がほとんど手植えで多くの労働力が必要とされたことから、生産の増加につれて、八尾の農家の家庭内職が利用され始め、やがてこれらの地域に工場が設立され、地場産業の発祥となった。大正年代にはセルロイドの柄が生産されるようになり、植毛工程も機械化され、その機械を設置できる工場が八尾周辺に立地するようになった。こうして、八尾地区が産地としての地位を高めるに至った。

第２次大戦後は、柄はプラスチック、毛はナイロンが使用されるようになり、技術革新による植毛工程の自動化などで供給能力は飛躍的に増加した。一方、衛生思想、予防衛生の普及によって需要も増加したことから、当分野への大手メーカーの進出が相次ぎ、歯ブラシ市場の中小メーカーのシェアは著しく後退することになった。一時は、中小メーカーのシェアが10％にまで落ち込んだが、現在は30％以上（ＯＥＭ生産を含む）にまで回復している。平成21年における全国の製造品出荷額等は373億円であるが、その33.2％は従業者99人以下の事業所による。また、中小メーカーで自社ブランドを持つところは少なくなり、大手メーカー等のＯＥＭ生産が多くなっている。なお、業界では、生産本数は４億本強とみている。
大阪の地位

府内の歯ブラシ製造業は、企業数、出荷額ともに大きく、戦前は大阪が全国唯一の産地といっても過言ではなかった。昭和20年代には、大阪は全国の出荷額の90％以上を占めており、現在でも大阪府に企業立地が集中している。

全日本ブラシ工業協同組合によれば、22年10月1日現在、全国の企業数は53で、そのうち大阪府は48となっている。ただし、有力メーカー工場の府外への移転があったことが影響し、出荷額のシェアは落ちた。

工業統計表によると、大阪府における歯ブラシは、事業所数21、製造品出荷額等58億75百万円で、全国に占めるシェアは、42.9％、15.8％となっている（経済産業省『平成21年工業統計表（品目編）』、従業者４人以上）。府内では、八尾市、東大阪市内に企業が集中しており、府内の出荷額の約50％を占めているとみられる。

生産は底堅く推移

近年、高齢化進展に伴う歯周病への関心など、消費者の健康志向が強まっていることに加え、歯ブラシ及び歯磨き業界が口腔衛生に対するキャンペーンを頻繁に行っていることから、口腔衛生に対する消費者の意識が年々高まりをみせている。さらに、口臭を防ぐため、1日２回から1日３回以上、歯を磨く人が増加していることもあって、歯ブラシの購入頻度も高まっている。このため歯ブラシの国内需要は、数量ベースでは、国内人口の減少にもかかわらず増加しており、リーマンショック時にやや伸び悩んだものの、生産は平成21年春以降緩やかな増加が続いている。

ただ、低価格の輸入品が増加していることや、消費者の低価格志向を反映して、歯ブラシの単価が下落しているため、金額ベースでの生産は、23年年初から微減が続いている。

収益はやや厳しい

近年の円高の影響を受けて、スーパーや大手ドラッグストアのプライベート・ブランド商品として、中国や東南アジアの低価格品が増加している。輸入品のシェアは15％程度と国産品のシェアが圧倒的に高いものの、低価格輸入品の価格に引きずられて、国産品の価格が抑制される傾向にある。

最近の歯ブラシの価格をみると、100円以下の歯ブラシは、かつてはスーパーや大手ドラッグストアなどの一部にとどまっていたが、最近は、多くの小売店で見受けられる。輸入品は50円を切ったものがみられ、国産品は安いもので80円前後と、５年前と比べ22年の平均価格は約２割低下したとみられる。

また、柄の材料であるプラスチックの価格が高騰した。23年５月頃からプラスチック価格は落ち着いているが、前年と比べ10～15％上昇しており、収益を圧迫している。

収益対策は積極的に行う

先に述べたように、口腔衛生に関して意識の高い消費者が増加していることから、製薬会社を中心に口腔衛生分野に参入する企業が出てきている。これらの企業に提携を持ちかけて、ＯＥＭ生産の増加を狙う企業や、ドラッグストア、スーパー向けに高品質のＰＢ（プライベート・ブランド）歯ブラシを提案する企業がみられる。いずれも、口臭や歯周病予防を唱えた高付加価値製品の販売増加を目指している。
また、業界組合を中心として、組合加入企業間で受注の一部を他のメーカーに委託するなど、メーカー間の協力体制が築かれている。

品質を重視し、製品開発を積極的に実施
19年前後から、ホームセンターやドラッグストアなどが、海外から低価格歯ブラシを大量に輸入したことから、東大阪を中心とした中小メーカーの生産は、一時期大幅に減少した。ただ、当時の輸入歯ブラシは品質が悪く、結局、国産歯ブラシは持ち直した。この経緯から、各メーカーは高品質を保つことが収益向上に繋がるとみて、海外歯ブラシは一部しか検査されないのに対し、国内歯ブラシは全数目視検査を行うなど、品質管理を重視している。

消費者の歯ブラシや歯磨き剤へのニーズは、歯口清掃だけでなく、歯周病、口臭、美白にまで広がってきている。このため、毛の先端を加工したり、柄の形状を自社開発したりするメーカーが出てきている。
また、歯間ブラシや舌クリーナーといった歯ブラシを補完する口腔ケア用製品開発に取り組むメーカーもみられる。
業界組合では従来から口腔衛生キャンペーンや高品質製品の市場への普及に努力を続けているが、歯ブラシのＩＳＯ制定については、組合が積極的に提言するなど重要な役割を果たした。さらに、組合独自の検査項目を設定し、品質検査で合格した歯ブラシに対し推奨マークを付ける品質推奨マーク（ＳＢマーク）制度を18年４月に発足させる等、消費者から信頼される歯ブラシの提供を続ける努力をしている。

なお、雇用面ではパートは継続的に増加しているが、正社員の新規採用は行わず、即戦力人材の中途採用を必要な都度実施している。

今後の見通し

歯ブラシの需要は使用頻度の高まりにより、底堅く推移するとみられるが、長期的には人口減少に伴って、飽和状態になるとみられる。また、輸入品は品質が徐々に向上しており、国産品を脅かすことが懸念される。このため、各企業とも高品質の歯ブラシを開発する一方で、業界全体で、品質推奨マークをいっそう普及させ、国産品の優位性をアピールしたいとしている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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平成16年 24 5,910 55 33,376

17年 22 4,563 50 35,251

18年 18 4,012 45 31,694

19年 21 2,669 50 34,699

20年 22 4,353 50 35,488

21年 21 5,875 49 37,255

資料：経済産業省『工業統計表』品目編
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     従業者４人以上の統計。


